
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,400,000

計 25,400,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2026年５月31日）
提出日現在発行数（株）

（2026年８月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,510,200 11,510,200
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数は100

株であります。

計 11,510,200 11,510,200 ― ―

②【発行済株式】

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2018年６月１日～

2019年５月31日
1,458,100 11,510,200 1,149,317 1,760,299 1,149,317 1,760,299

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）新株予約権の権利行使による増加であります。
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2026年５月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 9 21 32 66 14 5,469 5,611 －

所有株式数

（単元）
－ 15,842 2,722 1,713 43,822 2,455 48,447 115,001 10,100

所有株式数の

割合（％）
－ 13.77 2.37 1.49 38.11 2.13 42.13 100.00 －

(5)【所有者別状況】

（注）１．自己株式1,174,679株は、「個人その他」に11,746単元、「単元未満株式の状況」に79株含めて記載し
ております。

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式１単元含まれております。
３．株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する902単元及び株式給付役員報酬信託口が所有する999単元は、「金融

機関」の欄に含めて記載しております。
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2026年５月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

ＳＩＬＶＥＲＣＡＰＥ　ＩＮ
ＶＥＳＴＭＥＮＴＳ　ＬＩＭ
ＩＴＥＤ
（常任代理人　シティバン
ク、エヌ・エイ東京支店）

ＴＲＩＤＥＮＴ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰ
ＡＮＹ　（ＣＡＹＭＡＮ）　ＬＩＭＩＴ
ＥＤ，　ＦＯＵＲＴＨ　ＦＬＯＯＲ．　
ＯＮＥ　ＣＡＰＩＴＡＬ　ＰＬＡＣＥ,　
ＧＥＯＲＧＥ　ＴＯＷＮ　ＧＲＡＮＤ　
ＣＡＹＭＡＮ．　ＣＡＹＭＡＮ　ＩＳＬ
ＡＮＤＳ
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

1,561,500 15.11

ＪＡＰＡＮ　ＡＢＳＯＬＵＴ
Ｅ　ＶＡＬＵＥ　ＦＵＮＤ
（常任代理人　立花証券株式
会社）

ＭＯＵＲＡＮＴ　ＧＯＶＥＲＮＡＮＣＥ　
ＳＥＲＶＩＣＥ（ＣＡＹＭＡＮ）　ＬＩ
ＭＩＴＥＤ　Ｐ．Ｏ　ＢＯＸ　１３４８　
９４　ＳＯＬＡＲＩＳ　ＡＶＥＮＵＥ　
ＣＡＭＡＮＡ　ＢＡＹ　ＧＲＡＮＤ　Ｃ
ＡＹＭＡＮ　ＫＹ１－１１０８　ＣＡＹ
ＭＡＮ　ＩＳＲＡＮＤＳ)
（東京都中央区日本橋茅場町一丁目13番
14号）

1,238,700 11.98

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イ
ンターシティＡＩＲ

990,600 9.58

ＰＥＲＳＨＩＮＧ－ＤＩＶ．
ＯＦ　ＤＬＪ　ＳＥＣＳ．Ｃ
ＯＲＰ．
（常任代理人　シティバン
ク、エヌ・エイ 東京支店）

ＯＮＥ　ＰＥＲＳＨＩＮＧ　ＰＬＡＺ
Ａ　ＪＥＲＳＥＹ　ＣＩＴＹ　ＮＥＷ　
ＪＥＲＳＥＹ　Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

307,000 2.97

ＭＵＲＡＫＡＭＩ　ＴＡＫＡ
ＴＥＲＵ
（常任代理人　三田証券株式
会社）

ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ
（東京都中央区日本橋兜町３番11号）

238,200 2.30

木地　伸雄 神奈川県鎌倉市 231,024 2.24

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 224,800 2.18

栗村　昌昭 東京都世田谷区 206,500 2.00

株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 190,128 1.84

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　
ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳ
Ｔ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５１０
５６０
（常任代理人　株式会社みず
ほ銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．　ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴ
ＯＮ　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　
０２１０１　Ｕ．Ｓ．Ａ．
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川
インターシティＡ棟）

155,800 1.51

計 － 5,344,252 51.71

(6)【大株主の状況】

（注）１．当社は自己株式1,174,679株（信託が保有する当社株式190,128株を除く。）を保有しておりますが、上
　　　　　記大株主から除いております。

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）       990,600株
　　株式会社日本カストディ銀行（信託口）                 224,800株
　　株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）               190,128株
３. 前事業年度末において主要株主でなかったSILVERCAPE INVESTMENTS LIMITEDは、当事業年度末現在では
　　主要株主となっております。
４．SILVERCAPE INVESTMENTS LIMITEDから、2025年12月25日付で、大量保有報告書（変更報告書）が提出さ
　　れておりますが、当社として2026年５月31日現在で実質所有株式数の確認ができない部分については上
　　記表に含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。
　　　大量保有者　　　　　　　　SILVERCAPE INVESTMENTS LIMITED
　　　保有株券等の数　　　　　　1,533,700株
　　　株券等保有割合　　　　　　13.32％
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2026年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,174,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,325,500 103,255 －

単元未満株式 普通株式 10,100 － －

発行済株式総数 11,510,200 － －

総株主の議決権 － 103,255 －

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式90,200株

（議決権902個）及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式99,900株（議決権999個）並びに証券保

管振替機構名義の株式100株（議決権１個）が含まれております。

2026年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

株式会社インター
アクション

横浜市金沢区福浦
一丁目１番地

1,174,600 － 1,174,600 10.20

計 － 1,174,600 － 1,174,600 10.20

②【自己株式等】

（注）上記には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式190,100株は含まれ

ておりません。

(8)【役員・従業員株式所有制度の内容】

①　従業員に対する株式給付信託（J－ＥＳＯＰ）

　当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに

より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式等を給付するインセ

ンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下、「Ｊ－ＥＳＯＰ制度」という）を導入しておりま

す。

１）Ｊ－ＥＳＯＰ制度の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式等

を給付する仕組みであります。当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件

により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付いたします。

２）従業員等に給付する予定の株式の総数

90,200株

３）Ｊ－ＥＳＯＰ制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

- 4 -

2026/5期　有報



②　取締役に対する株式給付信託（ＢＢＴ－ＲＳ）

　当社取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットの

みならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することにより、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に

貢献する意識を高めながら、議決権の行使や配当の権利等の株主の皆様と同様の権利を有することで、より株主

の皆様に近い目線での価値共有を目的として「株式給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted 

Stock））」（以下、「ＢＢＴ－ＲＳ制度」という）を導入しております。

１）ＢＢＴ－ＲＳ制度の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株式を取

得し、当社が定める役員株式給付規程に従って、その役位及び業績達成度に応じて付与するポイントの数に相

当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役へ給付される株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株

式の給付を受ける時期は、原則として毎年一定の時期とします。取締役が在任中に当社株式の給付を受ける場

合、当該取締役は、当社株式の給付に先立ち、当社との間で包括的譲渡制限契約を締結するものとします。こ

れにより、在任中に給付を受けた当社株式については、当該取締役の退任までの間、譲渡等による処分が制限

されます。

２）取締役に給付する予定の株式の総数

99,928株

３）ＢＢＴ－ＲＳ制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

　取締役会（2025年７月11日）での決議状況
　（取得期間2025年７月14日～2025年12月30日）

1,200,000 1,000,000,000

　当事業年度前における取得自己株式 － －

　当事業年度における取得自己株式 737,300 999,973,200

　残存決議株式の総数及び価額の総額 462,700 26,800

　当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 38.6 0.0

　当期間における取得自己株式 － －

　提出日現在の未行使割合（％） 38.6 0.0

(2)【取締役会決議による取得の状況】

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 1,174,679 － 1,174,679 －

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

（注）上記には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式190,128株は含まれてお
りません。
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３【配当政策】

　当社は、企業価値の向上と安定した株主配当が株主の皆様への重要な利益還元と考えております。今後の経営環

境並びに長期事業展開に留意し、内部留保の充実を考慮しつつ、「連結株主資本配当率（ＤＯＥ）4.0％以上」を

目安とし、安定的かつ財務状況に応じた配当を実施することを基本方針としております。

　当社は、期末配当に加え、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎年11月30日を基準日

として、中間配当を行うことができる旨を定款に規定し、年２回の剰余金の配当を行うことができます。これらの

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

第34期の配当につきましては、上記方針に基づくとともに、中間配当金は、2026年１月９日開催の取締役会決議

に基づき、１株につき10円（総額103,355千円）、期末配当金は、2026年８月26日開催の定時株主総会決議に基づ

き、１株につき34円（総額351,407千円）とさせていただきました。

　内部留保資金につきましては、キャッシュ・フローを重視した経営をベースに将来の成長に向けての有効投資と

連結業績の反映度を高めながらの将来の安定的な配当の維持への備えに充てていきたいと考えております。

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、常に最良のコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組みます。

　また、当社の持続的な成長及び長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公正性を確保すると

ともに、保有する経営資源を有効に活用し、迅速・果断な意思決定により経営の活力を増大させることがコーポレー

ト・ガバナンスの要諦であると考え、次の基本的な考え方に沿って、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んで

まいります。

１）株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

２）株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。

３）会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

４）独立社外取締役が積極的な役割を担えるよう合理的な経営システムを構築する（受託者責任を踏まえた取締役会

　　運営）。

５）中長期的な株主の利益と合致する投資の方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　現状の体制として監査役設置会社形態を採用している理由としましては、社外監査役が監査役会の半数以上を占め

ており、独立性のある社外取締役と連携することで、経営に対する監査・監督機能は十分に機能するものと考え、当

該体制を採用しているものであります。

　取締役会の迅速な意思決定と活性化を図りつつ、経営に対する監査・監督機能を充実させた効率的な経営体制を実

現するため、監査役設置会社形態を採用しております。

　さらに、取締役会の機能性を確保するため、指名・報酬諮問委員会を設置しております。指名・報酬諮問委員会

は、経営陣幹部（代表取締役及び役付取締役）の選解任及び取締役候補の指名、及び、取締役の報酬等に係る取締役

会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的として、取締役会の下にその諮問機関として設置してお

ります。

１）取締役会及び指名・報酬諮問委員会

　取締役会は月１度の定時取締役会の開催に加え、重要案件が生じたときには、都度臨時取締役会を開催しており

ます。また、監査役３名も出席し、取締役の職務の執行を監督しております。取締役会への付議内容は、取締役会

規程に定められた事項で、迅速かつ的確に決議できる体制を整えております。

　当社は、社外取締役４名を選任しております。社外取締役は、取締役の業務執行に対する監視・監督や取締役会

において客観的な視点から意見具申を行うとともに、重要な業務執行の意思決定を行う役割を担っております。

　当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準を定めており、会社との関係、経営者及び主要な職員

との関係等を勘案し、独立性に問題がないことを確認して、選任しております。加えて、選任の際には、専門家と

しての豊富な知識や企業経営における豊かな経験と高い見識による経営陣の一層の強化と取締役会の監督機能の充

実が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことについても重視しております。

　よって、社外取締役４名は、当社との人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係において当社の

一般株主との利益相反が生じるおそれはありません。

　なお、構成員及び社外取締役の氏名については、「（２）役員の状況」に記載しており、取締役会議長について

は、2026年８月まで代表取締役社長の木地伸雄氏が務め、同年９月からは社外取締役の荒木昇氏が務める予定であ

ります。
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役職名 氏名 出席状況（率）

代表取締役社長 木地　伸雄 12回/12回（100％）

社外取締役 織田　友理子 12回/12回（100％）

社外取締役 宍戸　英樹 12回/12回（100％）

社外取締役 荒木　昇 10回/10回（100％）

社外取締役 植田　祥裕 10回/10回（100％）

役職名 氏名 出席状況（率）

社外取締役 織田　友理子 5回/5回（100％）

社外取締役 宍戸　英樹 5回/5回（100％）

社外取締役 荒木　昇 4回/4回（100％）

社外取締役 植田　祥裕 4回/4回（100％）

　また、取締役会の諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置し、経営陣幹部（代表取締役及び役付取締役）の

選解任、取締役の報酬を決定するに当たっての方針、株主総会に付議する取締役の選任及び解任議案の原案及び取

締役の報酬等に関する議案の原案等を審議し、取締役会に付議することで、その機能性の確保に努めております。

　当事業年度における、取締役会及び指名・報酬諮問委員会の活動状況は以下のとおりであります。

ⅰ）取締役会

　a　開催回数及び個々の取締役の出席状況

　b　具体的な検討内容

　取締役会では、法令又は定款等に定められた事項又は株主総会から委託された事項、その他経営や会社運営に関

する重要事項の意思決定を行いました。具体的な検討内容として、決算に関する事項、株主総会への上程議案に関

する事項、社内規程に関する事項、組織変更及び重要人事に関する事項、子会社に関する事項等であります。

　また、報告事項として当社を含むグループ全体の月次状況や各事業分野における今後の見通し等について報告を

行っております。

ⅱ）指名・報酬諮問委員会

　a　開催回数及び個々の委員の出席状況

　b　具体的な検討内容

　指名・報酬諮問委員会では、取締役の報酬等を決定するにあたっての方針について審議を行っております。

２）監査役及び監査役会

　当社の監査役３名のうち２名は社外監査役であります。

　社外監査役の田代芳英氏は、税理士としての経験を有するなど、専門的な経験や幅広い見識を当社の経営全般の

監視に活かしていただくため、社外監査役として選任しております。また、同氏と当社との間には特別な利害関係

はありません。

　社外監査役の山崎哲央氏は、弁護士としての経験を有し、当社の監査体制の強化が期待できることから、社外監

査役として選任しております。また、当社は同氏が代表を務める東京北辰法律事務所と法律顧問業務委託契約を締

結しておりますが、その取引金額は10百万円未満であり、株主及び投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと判

断されることから、概要の記載を省略しております。

　当社において、社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、専門的な知見に基づく

客観的かつ適切な監督または監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこ

とを基本的な考え方として、選任しております。よって、社外監査役２名はそれぞれ、当社との人的関係、資本的

関係、または取引関係その他の利害関係において当社の一般株主との利益相反が生じるおそれはありません。

　監査役は、取締役会のみならず重要な会議に出席し、取締役の職務遂行を監督できる体制にあります。

　なお、構成員及び社外監査役の氏名については、「（２）役員の状況」に記載しており、監査役会の議長は、常

勤監査役の戸原素氏が務めております。

３）内部監査室

　当社では、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化、経営効率の向上及び資産の保全を行うために、

各ラインとは独立した社長直轄の部局である内部監査室（１名）によって内部監査を実施しております。また、金

融商品取引法に基づき財務報告に係る内部統制の整備・運用の適正性を評価しております。

　内部監査室は、監査役会及び会計監査人と密接に連携をとり、意見交換を定期的に実施し、内部監査の質的向上

に努めております。

　当事業年度においては、2025年６月から2026年５月にかけて、子会社を含む当社の各部門に対し各種社内規程の

整備状況やその運用状況等についてそれぞれ内部監査を実施し、その結果を監査役会及び代表取締役社長へ報告し

ております。
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③ 企業統治に関するその他の事項

１）コンプライアンスの遵守に関する体制整備

　当社では基本方針を定め、役員及び従業員等がコンプライアンスを理解し、それに則った業務・運営をするよう

努めております。コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とし、社長室に事務局を

置く「コンプライアンス委員会」を設置しております。コンプライアンス委員会は、教育・研修を行い、コンプラ

イアンスの理解を図っております。

　また、当社は、社内においてコンプライアンス違反行為が起きた、もしくは起りそうなときは、速やかにコンプ

ライアンス委員会事務局に相談・通報する体制を設けております。

２）子会社の業務の適正を確保するための体制整備

　当社グループにおける業務の適正を確保するために、関係会社管理規程を整備・運用するとともに、子会社を含

めた当社グループを一体と考え、グループ全体が同等の水準で法令遵守やリスク管理等が行える内部管理体制を整

備しております。

３）リスク管理体制の整備の状況

　当社は、避けうるあらゆるリスクを未然に防ぐため、リスク管理規程及び安全衛生管理規程等を設けておりま

す。役員及び従業員は、これらの規程類に基づき、企業価値を高め、持続的発展可能な会社づくりに取組んでおり

ます。また、リスクの全社的対応は社長室が執り行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が行っ

ております。

④ 取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨、定款に定めております。

⑤ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めてお

ります。

⑥ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある場合を除き、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をも

って行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑦ 自己株式の取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、機動的な資本政策の実施を可能とすることを目的とするものであります。

⑧ 中間配当の決定機関

　当社は、取締役会の決議によって、毎年11月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款に定めております。

これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的とするものであります。

⑨ 取締役、監査役及び会計監査人の責任免除

　当社は、職務を遂行するにあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、

任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）、監査役（監査役であった者を含む。）及び会計監査

人（会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる旨を定款に定めております。

⑩ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該

保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役、監査役並びに管理職又は監督者の地位にある従業員などで

あり、その保険料は全額当社が負担しております。

　当該保険契約により、被保険者が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を填補することとして

おります。なお、被保険者の職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、法令違反の行為である

ことを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由を設けております。
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⑪ 株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、株式会社の支配に関する基本方針について定めており、その内容は次のとおりであります。

１）基本方針の内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グル

ープの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な

情報が十分に提供されないものもありえます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託

された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉など

を行う必要があると考えております。

２）基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

ａ　企業価値向上への取組み

　当社グループの主力製品はイメージセンサ検査関連製品となっております。

　現在、ＣＣＤ及びＣＭＯＳなどのイメージセンサは、主に監視カメラなどの産業機器やスマートフォンなど

に使用されております。今後は、３Ｄセンシング技術による３次元情報の取得に加え、ＡＩ（人工知能）の進

化により、ロボットやモビリティ分野等において、カメラやセンサを通じて周囲の状況を把握し、自律的に判

断・動作するフィジカルＡＩの活用領域が拡大していくものと考えております。これに伴い、イメージセンサ

から得られる画像情報の収集・蓄積の重要性が一層高まるとともに、より高精度な画像情報の取得が求めら

れ、イメージセンサの用途も更に広がっていくものと考えております。

　そのような社会の発展に重要な役割を果たすイメージセンサの検査工程において、当社の検査用光源装置と

瞳モジュールが用いられております。これらの製品は、高度な光学設計技術により、高精度かつ高速で安定し

た光を照射及び制御することで、精度の高い検査を実現しております。このような当社の技術力や顧客からの

信頼の結果として、当社製品は高いシェアを獲得しております。

　今後は、光学設計技術を中心としながらも、グループで培ってきた技術を組み合わせ、「人・技術・組織の

相互作用から革新を生み出し『見えない価値』に光をあてる」を当社グループの経営理念として、社会や顧

客、社員といったステークホルダーの様々な可能性を広げられる企業を目指してまいります。

　また、当社は2025年７月に発表した中期経営計画において、質の高い成長を実現し、企業価値を高めるため

の重要項目として「事業の強靭性」「製品競争力」「人材」「利益成長」「経営品質」に焦点を当てた目標指

標を設定しております。目標指標達成のため、戦略的パートナーシップの構築、キャッシュアロケーションの

設定、社内投資家機能の強化、ガバナンスの強化、事業間シナジーの追求などの施策を推進しております。

　当社の中期経営計画につきましては、（https://www.inter-action.co.jp/ir/message/#med-term）をご覧

ください。

　上記のように、当社の光技術による既存事業における競争優位性の確保や、中期経営計画に基づき、当社の

経営品質の一層の強化と企業価値向上に努めております。

ｂ　コーポレート・ガバナンスについて

　当社が持続的に成長し、長期的な企業価値を向上させ、株主の皆様に当社の株式を安心して長期的に保有し

ていただくことを可能とするため、最良のコーポレート・ガバナンスを実現することが重要であると考えてお

ります。意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、保有する経営資源を有効に活用し、迅速・果断な意

思決定により経営の活力を増大させることが、コーポレート・ガバナンスの要諦であると考えております。

　また、当社では、経営の効率化並びに健全性・透明性の確保の一環として、独立社外取締役（４名）及び独

立社外監査役（２名）により取締役会の監督機能を高め、経営の健全性・透明性の確保に努めております。今

後もコーポレート・ガバナンスの実効性をより一層高める取組みを推進してまいります。

３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの概要

　当社は、当社株式の大量買付行為を行なおうとする者に対しては、大量買付行為の是非を株主の皆様が適切に

判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、株主の皆様が検討するために必要な時間の確保に努める等、

金融商品取引法、会社法その他関連法令に基づき、適切な措置を講じるとともに、企業価値ひいては株主共同の

利益の向上に努めてまいります。

４）上記２）及び３）の取組みについての取締役会の判断及びその理由

　上記２）及び３）の取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として実施されてお

り、当社取締役会は、本取組みは上記１）の基本方針に沿うものであり、また、株主共同の利益を損なうもので

はなく、取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長 木地　伸雄 1982年５月28日生

2006年４月 当社入社

2008年６月 当社取締役就任

2009年３月 西安朝陽光伏科技有限公司副董事長就任

2013年６月 当社専務取締役就任

2014年７月 株式会社エア・ガシズ・テクノス取締役就任

2014年10月 明立精機株式会社代表取締役社長就任

2015年８月 当社代表取締役専務就任

2015年８月 株式会社エア・ガシズ・テクノス監査役就任

2015年８月 明立精機株式会社取締役就任

2015年９月 西安朝陽光伏科技有限公司董事長就任（現
任）

2017年３月 明立精機株式会社代表取締役社長就任（現
任）

2017年７月 株式会社東京テクニカル監査役就任

2017年８月 当社代表取締役副社長就任

2017年９月 株式会社東京テクニカル代表取締役社長就任
（現任）

2020年２月 株式会社エア・ガシズ・テクノス取締役就任

2020年５月 株式会社ラステック取締役就任

2020年６月 当社代表取締役社長就任（現任）
2022年４月 株式会社エア・ガシズ・テクノス代表取締役

会長兼社長就任

　

(注)１ 231,024

取締役 織田　友理子 1980年４月26日生

2003年３月 有限会社You＆Me　入社

2008年４月 遠位型ミオパチー患者会（現　特定非営利活
動法人PADM）発足

2015年４月 特定非営利活動法人PADM　代表就任

2015年10月 TREAT-NMD Exective Committee
患者組織代表就任

2019年２月 国土交通省　観光地バリアフリー
情報提供手法に関する検討会　委員就任

2019年４月 総務省　地域情報化アドバイザー
就任（現任）

2020年２月 東京都千代田区駐車場整備計画改定検討委員
会　委員就任

2020年８月 当社取締役就任（現任）

2021年２月 第13期東京都福祉のまちづくり推進協議会　
委員就任

2021年６月 社会福祉法人小田原福祉会　評議員
就任（現任）

2023年２月 第14期東京都福祉のまちづくり推進協議会　
委員就任（現任）

2023年３月 特定非営利活動法人ウィーログ
代表理事就任（現任）

2024年10月 国土交通省　高齢者、障害者等の円滑な移動
等に配慮した建築設計標準に関するフォロー
アップ会議　委員就任（現任）

2025年５月  第15期東京都福祉のまちづくり推進協議会
 委員就任（現任）

2025年６月 一般社団法人日本福祉のまちづくり学会
理事就任（現任）

2026年１月 国土交通省ICTを活用した歩行者移動支援の普
及促進検討委員会　委員就任（現任）

2026年６月 特定非営利活動法人PADM　会長就任（現任）

　

(注)１ －

取締役 宍戸　英樹 1983年６月24日生

2010年４月 創価大学工学部助教就任

2012年２月 Oregon Health and Science University
（米国）医学部博士研究員就任

2016年８月 Cystic Fibrosis Foundation
（米国）上級博士研究員就任

2019年２月 Cystic Fibrosis Foundation
（米国）Scientist就任

2020年８月 当社取締役就任（現任）

2021年６月 Cystic Fibrosis Foundation
（米国）Scientist Ⅰ就任

2021年10月 Generate Biomedicines（米国）Senior 
Scientist （研究主幹）就任

2023年３月 Generate Biomedicines（米国）Senior 
ScientistⅡ（研究主幹Ⅱ）就任

2025年３月 Generate Biomedicines（米国）Principal 
Scientist就任

2026年３月 Generate Biomedicines（米国）Associate 
Director就任（現任）

　

(注)１ －

(2)【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役 荒木　昇 1973年６月８日生

1998年10月 中央監査法人（現：PwCJapan有限責任監査法
人）入所

2002年５月 公認会計士登録

2003年９月 株式会社KPMG FAS入社

2020年４月 荒木公認会計士事務所開設　代表就任（現
任）

2020年４月 税理士登録

2021年７月 はやぶさトラスト監査法人設立　代表社員
就任（現任）

2021年７月 税理士法人はやぶさトラスト会計設立　代表
社員就任（現任）

2022年４月 株式会社ブルームアドバイザリー設立　代表
取締役就任（現任）

2025年８月 当社取締役就任（現任）

　

(注)１ －

取締役 植田　祥裕 1959年５月11日生

1982年３月 株式会社アシックス入社

2009年６月 株式会社キーエンス入社
取締役経営情報部長

2014年６月 同社常勤監査役就任

2015年10月 株式会社アシックス入社
執行役員グローバル経理財務統括部長

2020年６月 株式会社大阪ソーダ入社
取締役上席執行役員管理本部長兼広報部長

2022年６月 株式会社アルプス物流入社
社外取締役監査等委員

2025年６月 オーウエル株式会社社外取締役就任
（現任）

2025年８月 当社取締役就任（現任）

　

(注)１ －

常勤監査役 戸原　素 1962年２月８日生

1986年４月 株式会社ゴルフダイジェスト社入社
1992年11月 明立精機株式会社入社

2000年11月 同社代表取締役社長就任

2014年10月 同社顧問就任

2015年８月
2020年９月
2024年８月

当社常勤監査役就任
当社監査役就任
当社常勤監査役就任（現任）

　

(注)２ －

監査役 田代　芳英 1978年６月26日生

2003年10月
2006年11月

奥山寛樹税理士事務所入所
関野滋税理士事務所入所

2011年９月 田代芳英税理士事務所開設
同事務所所長（現任）

2012年９月 田代芳英行政書士事務所開設
同事務所所長（現任）

2015年８月 当社監査役就任（現任）

　

(注)２ －

監査役 山崎　哲央 1972年４月18日生

1998年４月 弁護士登録（東京弁護士会）
虎門中央法律事務所入所

2005年４月 虎門中央法律事務所パートナー就任

2007年１月 株式会社ジョイコシステムズ社外監査役就任

2007年８月 株式会社シニアライフクリエイト社外監査役
就任

2010年11月 一般社団法人ネクサス代表理事就任

2011年８月 株式会社アイホー社外監査役就任（現任）

2017年２月 当社監査役就任（現任）

2017年４月 東京北辰法律事務所開設　代表就任（現任）

2017年４月 学校法人海城学園監事就任（現任）

2022年９月 特定非営利活動法人知のアトリエ
監事就任（現任）

　

(注)２ －

計 231,024

（注）１．2025年８月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

２．2023年８月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

３．取締役織田友理子、宍戸英樹、荒木昇、植田祥裕の各氏は社外取締役、監査役田代芳英、山崎哲央の各

氏は社外監査役であります。
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区　　分 氏　　名 重要な兼職の状況 当社との特別な利害関係

社外取締役 織田　友理子
特定非営利活動法人ＰＡＤＭ会長
特定非営利活動法人ウィーログ代表理事

該当事項はありません。

社外取締役 宍 戸 　 英 樹 － 該当事項はありません。

社外取締役 荒 木 　 昇

荒 木 公 認 会 計 士 事 務 所 代 表

は や ぶ さ ト ラ ス ト 監 査 法 人 代 表 社 員

税理士法人はやぶさトラスト会計代表社員

株式会社ブルームアドバイザリー代表取締役

該当事項はありません。

社外取締役 植 田 　 祥 裕 オ ー ウ エ ル 株 式 会 社 社 外 取 締 役 該当事項はありません。

社外監査役 田 代 　 芳 英
田 代 芳 英 税 理 士 事 務 所 所 長
田 代 芳 英 行 政 書 士 事 務 所 所 長

該当事項はありません。

社外監査役 山 崎 　 哲 央

東 京 北 辰 法 律 事 務 所 代 表
株 式 会 社 ア イ ホ ー 社 外 監 査 役
学 校 法 人 海 城 学 園 監 事
特定非営利活動法人知のアトリエ幹事

当社は東京北辰法律事務
所と法律顧問業務委託契
約を締結しております
が、その取引金額は10百
万円未満であり、特別の
利害関係を生じさせる重
要性はありません。

②　社外役員の状況

　当社では、社外取締役４名及び社外監査役２名を選任しております。社外役員の重要な兼職の状況及び当社との

特別な利害関係は下記のとおりであります。

　社外取締役においては、取締役の業務執行に対する監視・監督や取締役会において客観的な視点から意見具申を

行うとともに、重要な業務執行の意思決定を行う役割を担っております。

　また、社外監査役においては、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査といった機能及び役割を担

っております。

　当社は、専門家としての豊富な知識や、企業経営における豊かな経験と高い見識を有した社外取締役及び社外監

査役を選任し、より広い視野に基づいた経営の意思決定を行うとともに経営監視機能を強化し、より客観性及び中

立性の高い体制を維持できると考えております。

　当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準を定めており、会社との関係、経営者及び主要な職員

との関係等を勘案し、独立性に問題がないことを確認して、選任しております。

　社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、専門的な知見に基づく客観的かつ適切

な監督又は監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本的な考え

方として、選任しております。

　なお、当社は、社外取締役織田友理子、宍戸英樹、荒木昇、植田祥裕、社外監査役田代芳英、山崎哲央の各氏を

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

　社外取締役及び社外監査役は取締役会に出席し、専門知識や豊富な経験を活かして適切な指導及び助言を行うこ

とで重要な役割を果たしており、選任状況は適切であると考えております。

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　取締役会で充実した議論を行うために、取締役会の決議及び報告議案に関する資料については、社外取締役及び

社外監査役に対し、報告及び決議事項に関する事前の情報提供を行い、質問については適宜対応しております。

　また、当社の社外取締役及び社外監査役は、必要があるとき又は適切と考えるときには、いつでも、社内取締

役、執行役員及び従業員に対して説明若しくは報告を求め、又は社内資料の提出を求めることができる体制となっ

ております。

　内部監査室は、監査役会及び会計監査人と密接に連携をとり、意見交換を定期的に実施し、内部監査の質的向上

に努めております。

　監査役及び監査役会、内部監査室、会計監査人である誠栄有限責任監査法人とは定期的に意見交換を行ってお

り、当社業務の適法性確保に努めております。
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氏名 開催回数 出席回数

戸原　素 12回 12回

田代　芳英 12回 12回

山崎　哲央 12回 12回

(3)【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社における監査役監査の状況につきましては、「(1)コーポレート・ガバナンスの概要　②企業統治の体制の

概要及び当該体制を採用する理由」に記載の内容に加え、当事業年度においては戸原素氏が常勤監査役を務めてお

ります。

　常勤監査役の戸原素氏は、明立精機株式会社において長年代表取締役社長を務めた経歴を持ち、豊富な経験・実

績とともに、経営全般に関する幅広い知見と見識を、当社の監査体制強化に活かしていただくため、常勤監査役と

して選任しております。また、同氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

　なお、監査役会は原則として毎月１回の開催としておりますが、必要に応じて随時開催することとしておりま

す。当事業年度において当社は監査役会を12回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであ

ります。

　監査役会における具体的な検討内容として、当事業年度における監査方針及び監査計画、当社及び子会社におけ

る業務及び財産の状況、監査報告書への記載事項等であります。

　常勤監査役の活動として、監査法人及び内部監査室との打合せによる情報共有（半期毎）、取締役等との意思疎

通、取締役会をはじめとする重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、子会社の取締役等との意思疎通・情

報交換や子会社からの事業報告の確認、監査法人からの監査の実施状況・結果の報告の確認を行っております。

②　内部監査の状況

　当社における内部監査の状況につきましては、「(1)コーポレート・ガバナンスの概要　②企業統治の体制の概

要及び当該体制を採用する理由」に記載のとおりであります。

③　会計監査の状況

１）監査法人の名称

誠栄有限責任監査法人

２）継続監査期間

15年

３）業務を執行した公認会計士

船野　智輝

木下　幹雄

４）監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他監査従事者２名であります。

５）監査法人の選定方針と理由

監査法人の選定に際しては、監査法人の品質管理体制が適切で独立性に問題がないこと、監査計画並びに監査

報酬の妥当性等を勘案し、総合的に判断しております。

また、監査法人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役全員の同

意に基づき、監査法人を解任いたします。

６）監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役及び監査役会は、監査法人の職務遂行状況、監査体制及び独立性等において監査法人に解任または不再

任に該当する事由は認められないと評価しております。
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区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 22,000 － 22,000 －

連結子会社 － － － －

計 22,000 － 22,000 －

④　監査報酬の内容等

１）監査公認会計士等に対する報酬の内容

２）監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ １）を除く）

　該当事項はありません。

３）その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

４）監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

　該当事項はありません。

５）監査報酬の決定方針

　当社は、監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を明確に定めておりませんが、当社の業務内容や事業

規模等に照らし、監査日数、監査内容等を勘案し、監査法人と協議の上、監査役会の同意を得て決定しておりま

す。

６）監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積もりの算出根拠等が適切で

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第１項の同意

を行っております。
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(4)【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、2021年2月12日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めておりまし

たが、2026年8月26日開催の第34回定時株主総会にて承認された「株式給付信託（BBT-RS（Board Benefit Trust-

Restricted Stock））」の導入に伴い、当該方針について所要の見直しを行い、2026年8月26日開催の取締役会にお

いて変更することを決議いたしました。

　なお、当該変更にあたっては、指名・報酬諮問委員会に諮問し、その答申を踏まえております。

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、以下のとおりであります。

１）基本方針

　取締役の報酬額は、株主の長期的利益に連動するとともに、各取締役の当社の企業価値の最大化に向けた意欲を

より高めることのできる、適切、公正かつバランスの取れたものでなければなりません。

　当社は下記の「取締役報酬の基本方針」に基づいた考え方及び手続きに則って取締役報酬の構成及び水準を決定

します。

　　＜取締役報酬の基本方針＞

　　　・優秀な経営陣の確保に資するものであること

　　　・中長期的な業績の向上と企業価値の増大へ貢献意識を高めるものであること

　　　・会社の業績と連動性が高いものであること

　　　・株主との利益意識の共有する経営意識を高めることを主眼としたものであること

　　　・取締役のチャレンジ精神を促すものであること

２）報酬の構成

　当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬である月額報酬と業績連動型である株式報酬により構成

されております。また、社外取締役の報酬は、基本報酬である月額報酬と業績非連動型である株式報酬により構成

されております。

３）金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定

に関する方針

　業績連動報酬について、目標値に対する達成度に応じて連動させるものとし、各取締役の業績や担当分野の業績

が反映されるよう配分することで、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合が、企業価値の持続的な

向上に寄与するために最も適切なものとなるようにすることを方針とします。

４）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関す

る方針を含む）

　当社の取締役の月例の基本報酬は固定報酬とし、各取締役の役位、業績、能力及び在任年数等に応じて、当社の

業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとします。

５）業績連動及び業績非連動報酬（株式報酬）

　当社は、2026年8月26日開催の第34回定時株主総会において承認された、当社の取締役に対する新たな株式報酬制

度「株式給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」（以下「本制度」といいます。）を

導入しております。本制度は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価

上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することにより、中長期的な業績の向上

と企業価値の増大に貢献する意識を高めながら、議決権の行使や配当の権利等の株主の皆様と同様の権利を有する

ことで、より株主の皆様に近い目線での価値共有を目的としています。

a. 本制度の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株式を取得

し、当社が定める役員株式給付規程に従って、その役位及び業績達成度に応じて付与するポイントの数に相当す

る数の当社株式が本信託を通じて各取締役へ給付される株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株式の給

付を受ける時期は、原則として毎年一定の時期とします。取締役が在任中に当社株式の給付を受ける場合、当該

取締役は、当社株式の給付に先立ち、当社との間で包括的譲渡制限契約を締結するものとします。これにより、

在任中に給付を受けた当社株式については、当該取締役の退任までの間、譲渡等による処分が制限されます。

b. 本信託による当社株式の取得方法及び取得株式数

　本信託による当社株式の取得は、拠出された資金を原資として、取引所市場を通じて又は当社の自己株式処分

を引き受ける方法によりこれを実施することといたします。
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c. 取締役に給付される当社株式の数の上限と算定方法

　当社は、役員株式給付規程に基づき、各取締役に対し、信託期間中の毎年所定の時期に、直前に終了する事業

年度における役位及び業績達成に応じてポイントを付与します。また、社外取締役には、各事業年度の役位を勘

案して定まる数のポイントのみ付与されます。

　当社が取締役に付与する１事業年度当たりのポイントの総数の上限は、57,551ポイント（うち社外取締役分と

して3,000ポイント）とします。これは、現行の役員報酬の支給水準、取締役の員数の動向と今後の見込み等を総

合的に考慮して決定したものであり、相当であるものと判断しております。

　なお、取締役に付与されるポイントは、当社株式の給付に際し、１ポイント当たり当社普通株式１株に換算さ

れます（ただし、今後当社株式について、株式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その

比率等に応じて、ポイント数の上限及び付与済みのポイント数又は換算比率について合理的な調整を行いま

す。）。

　Ⅰ.ポイントの種類

　　付与するポイントおよび付与対象者は、次の各号に定めるものとします。

　　（１）役位ポイント：取締役

　　（２）業績ポイント：取締役（社外取締役を除きます。）

　Ⅱ.役位ポイントの算定方法

　 ⅰ. 上記Ⅰの役位ポイントは、職務執行期間における役位に応じた役位ポイント（別表１）とします。

　 ⅱ. ⅰにかかわらず、次の各号に掲げるポイントは、当該各号に定めるものとします。

（１）職務執行期間が１年に満たない場合にポイント付与日に付与するポイント

　　　次の算式により算出されるポイント

　　　（算式）

　　　　ⅰにより算出されるポイント×（職務執行期間のうち役員として職務を執行した月数÷１２）

　　（２）役員退任時（定時株主総会開催日に退任する場合を除く。）に付与するポイント

　　　　　次の算式により算出されるポイント

　　　（算式）

　　　　退任日における役位に応じた役位ポイント（別表１）×（職務執行期間のうち役員として職務を執行した月

　　　　数÷１２）

　　（３）職務執行期間に役位の変更があった場合に、直後のポイント付与日に付与するポイント

　　　　　次のイの算式により算出されるポイント及びロの算式により算出されるポイントの合計ポイント

　　　　　イ　変更前の役位である期間に応じたポイント

　　　（算式）

　　　　変更前の役位に応じた役位ポイント（別表1）×（職務執行期間のうち変更前の役位で在任していた期間の

　　　　月数÷１２）

　　　　　ロ　変更後の役位である期間に応じたポイント

　　　（算式）

　　　　変更後の役位に応じた役位ポイント（別表1）×（職務執行期間のうち変更後の役位で在任していた期間の

　　　　月数÷１２）

　 ⅲ. ポイントの算出にあたっては、算出の過程では端数処理をせず、算出されたポイント数に１ポイント未満の

　　　端数がある場合にあっては、切り捨てます。

　Ⅲ.業績ポイントの算定方法

　 ⅰ.業績ポイントは、次の算式により算出されるポイント数とします。ただし、業績ポイントの総数の上限は、

　　　57,551ポイントから、社外取締役に付与する役位ポイントの上限である3,000ポイントおよび取締役に付与

　　　する役位ポイントの総数の上限である20,000ポイントを控除した34,551ポイントとします。

　　　（算式）

　　　　次項各号に定めるポイント数の合計×別表２に定める時価総額係数

　 ⅱ.ⅰに定めるポイントは次の各号に定める算式により算出されるポイント数とします。

 （１）営業利益ポイント

　　　　　ポイント付与日の前連結会計年度の連結営業利益の目標達成度に応じて、次の算式により算出されるポイ

　　　　　ント

　　　（算式）

　　　　10,000ポイント×別表３に定める営業利益係数

 （２）ROEポイント

　　　　　ポイント付与日の前事業年度のROEの目標達成度に応じて、次の算式により算出されるポイント

　　　（算式）

　　　　10,000ポイント×別表４に定めるROE係数
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役員名 ポイント

代表取締役社長 20,000ポイント

社外取締役 350～1,000ポイント

時価総額 係数

600億円超 3.5

500億円超600億円以下 3.0

400億円超500億円以下 2.5

300億円超400億円以下 2.0

250億円超300億円以下 1.5

100億円以上250億円以下 1.0

100億円未満 0.5

連結営業利益額 係数

30億円以上 2.0

15億円超30億円未満 目標達成率÷100

15億円（目標） 1.0

５億円超15億円未満 1.2×目標達成率÷100-0.2

５億円 0.2

５億円未満 0.0

ROE 係数

15％以上 2.0

10％超15％未満 2×目標達成率÷100－１

10％（目標） 1.0

５%超10％未満 1.8×目標達成率÷100-0.8

５% 0.1

５％未満 0

 （３）相対TSRポイント

　　　　　ポイント付与日の前事業年度から過去3事業年度の相対TSRの目標達成度に応じて、次の算式により算出さ

　　　　　れるポイント

　　　（算式）

　　　　10,000ポイント×別表５に定めるTSR係数

　 ⅲ.ポイントの算出にあたっては、算出の過程では端数処理をせず、算出されたポイント数に１ポイント未満の

　　　端数がある場合にあっては、切り捨てます。

　別表１　役位ポイント

　別表２　時価総額係数

　※時価総額はポイント付与日の前事業年度末時点の時価総額とする。

　別表３　営業利益係数

　※係数は小数点第二位以下を切り捨てる。

　別表４　ROE係数

　※係数は小数点第二位以下を切り捨てる。

- 18 -

2026/5期　有報



相対TSR 係数

TOPIX比+50％以上 2.0

TOPIX超TOPIX比+50％未満 2×目標達成率÷100-1

TOPIX等しい（目標） 1.0

TOPIX比-50％超TOPIX未満 1.8×目標達成率÷100-0.8

TOPIX比-50％ 0.1

TOPIX比-50％未満 0.0

　別表５　TSR係数

　※係数は小数点第二位以下を切り捨てる。

　※相対TSRは下記のとおり算定する。

　　（相対TSR＝当社TSR ÷配当込みTOPIX TSR）

　　　・当社TSR＝(A＋B)÷C

　　　・配当込みTOPIX TSR＝D÷E

　　　　A：算定期間終了時点（当事業年度５月）における当社普通株式の終値平均値

　　　　B：算定期間中（３事業年度間）における当社普通株式１株当たり配当金の累計額

　　　　C：算定期間開始時点（３事業年度前の５月）における当社普通株式の終値平均値

　　　　D：算定期間終了時点（当事業年度５月）における東京証券取引所の配当込みTOPIXの平均値

　　　　E：算定期間開始時点（３事業年度前の５月）における東京証券取引所の配当込みTOPIXの平均値

６）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき、指名・報酬諮問委員会がその具体的内容について委任を受け

るものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び株式報酬とします。

７）その他の取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　当社では任意の指名・報酬諮問委員会を設置し、取締役の報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明

責任を強化するため、取締役会の下にその諮問機関として設置します。当該委員会では、取締役会の委任に基づ

き、取締役の個人別の報酬等を審議し、決定を行います。

　また、当該委員会は、取締役会の決議によって選定された取締役である委員３名以上で構成し、その過半数は独

立社外取締役とします。なお、当有価証券報告書提出時点において当該委員会は社外取締役４名により構成されて

おり、代表取締役社長は含まれておりません。

８）当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき指名・報酬諮問委員会へその具体的内容について委任をしてい

ることから、取締役会は、その内容が決定方針に沿うものと判断しております。

②取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、指名・報酬諮問委員会に対し各取締役の基本報酬の額及び株式報酬の決定を委任しております。委任

した理由は、コーポレートガバナンス強化の一環として、透明性、客観性のあるプロセスを経ることとし、独立社外

取締役が過半数を占める同委員会において個人別の報酬等を決定することは妥当性があると判断したためでありま

す。当該事項は委任に基づき当該委員会が決定するものであるため、取締役会がその内容を変更することはありませ

んが、取締役会は最終的な監督責任を負っており、当該委員会からの報告を受け、その運営状況や決定プロセスの適

切性を確認・監督しております。

③取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　当社の取締役の報酬限度額は、2000年７月10日開催の臨時株主総会において、月額200百万円以内（ただし使用人

分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、３名（うち、社外取締

役は０名）であります。

　また、2026年８月26日開催の第34期定時株主総会において、上記取締役の報酬限度額とは別枠にて業績連動及び業

績非連動型の株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS）」を決議いただいており、具体的には、当該制度に基づき取締

役に対して付与するポイントの上限数は、１事業年度当たり57,551ポイント（当社株式の給付に際しては当社普通株

式57,551株に換算される。）とする旨、並びに、2027年５月末日で終了する事業年度から2029年５月末日で終了する

事業年度までの３事業年度（以下、当該３事業年度の期間を「BBT-RS当初対象期間」という）経過後も、本制度が終

了するまでの間、原則として対象期間（BBT-RS当初対象期間及びBBT-RS当初対象期間の経過後に開始する３事業年度

ごとの期間）ごとに、本制度に基づく取締役への給付を行うために必要な株式数を合理的に見込み、本信託が先行し

て取得するために必要と認める資金を、本信託に追加拠出する旨等を決議いただいております。当該株主総会終結時

点の該当取締役の員数は、４名であります。

　監査役の報酬限度額は、2000年７月10日開催の臨時株主総会において、月額50百万円以内と決議いただいておりま

す。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、１名（うち、社外監査役は０名）であります。
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区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数

（名）
基本報酬

（固定報酬）
業績連動報酬

（賞与）
業績連動報酬
（株式報酬）

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役 126,008 51,600 26,800 47,608 50,994 1

社外取締役 17,640 17,640 － － － 5

監査役 3,600 3,600 － － － 1

社外監査役 5,640 5,640 － － － 2

合計 152,888 78,480 26,800 47,608 50,994 9

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（千円）
報酬等
の総額
（千円）

基本報酬
（固定報酬）

業績連動報酬
（賞与）

業績連動報酬
（株式報酬）

左記のうち、
非金銭報酬等

木地　伸雄 取締役 提出会社 51,600 26,800 64,753 50,994 143,153

④役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

（注）１．上記報酬等の総額は、2025年６月１日から2026年５月31日までの期間に在籍していた役員が対象となりま

す。

      ２．当事業年度における役員株式給付引当金の繰入額は92,800千円であります。

      ３．取締役に対する非金銭報酬等の内容は、全て株式報酬（株式給付信託）であります。

⑤報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

（注）取締役に対する非金銭報酬等の内容は、全て株式報酬（株式給付信託）であります。
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銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 1 10,000

非上場株式以外の株式 － －

(5)【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、株式の価値の変動を考慮し売買することで得られる利益や配当の受領を目的として保有する株式を純投

資目的である投資株式、それ以外の目的で保有する投資株式を純投資目的以外の目的である投資株式として分類し

ております。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

１）保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　当社は、コーポレートガバナンス・コードを巡る環境の変化や、株価変動リスクが財務状況に大きな影響を与

え得ることに鑑み、その保有の意義が認められる場合を除き、保有しないことを基本方針としております。保有

の意義が認められる場合とは、取引先の成長性、将来性、もしくは再生等の観点や、現時点あるいは将来の採算

性・収益性等の検証結果をふまえ、取引先及び当社の企業価値の維持・向上に資すると判断される場合となりま

す。

　当社は、保有する株式について個別銘柄毎に定期的・継続的に保有の意義を検証し、その意義が乏しいと判断

される銘柄については、市場への影響やその他考慮すべき事情にも配慮しつつ売却を行います。一方、その意義

が認められる銘柄については、これを保有いたします。

２）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

　該当事項はありません。

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　該当事項はありません。

③保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

(1)【人材戦略に関する基本方針等】

①連結ベースの経営方針・経営戦略等と関連付けた人材戦略

　当社グループは、「人・技術・組織の相互作用から革新を生み出し『見えない価値』に光をあてる」ことを経営理

念とし、2025年７月に策定した新中期経営計画（2026年５月期～2030年５月期）において、企業価値向上のための重

要項目として「事業の強靭性」「製品競争力」「人材」「利益成長」「経営品質」の５つを掲げております。このう

ち「人材」は独立した重要項目として位置づけており、経営戦略と人材戦略を連動させて取り組んでおります。

　当社グループの市場競争力の核は技術開発力にあり、光学・メカ制御・画像処理・ＡＩ等の専門性を有する技術人

材が事業の中心的な経営資源となっております。一方で、対処すべき課題として「企画・マーケティング能力の不

足」を認識しており、新中期経営計画では企画・マーケティング機能の抜本的強化を戦略の柱の一つとしておりま

す。この経営課題を踏まえ、当社の人材戦略は、次の３点を重点方針としております。

　　１）技術人材の確保・育成：少数精鋭体制のもと、光学・メカ制御・画像処理・ＡＩ等の専門性の高い技術者を継

　　　　続的に確保・育成するとともに、社内教育プログラムを通じて研修機会を提供する。

　　２）企画・マーケティング人材の強化：新規事業部門を中心に、技術と市場をつなぐ企画・マーケティング人材の

　　　　採用・育成を強化し、新規事業創出を担う人材基盤を構築する。

　　３）多様な人材が活躍できる基盤の整備：国籍・性別を問わず多様な人材が活躍できるよう、国籍を問わない採用

　　　　活動の推進及び福利厚生の整備を行う。

　これらの取組みを通じて、少数精鋭体制であっても持続的な技術開発力と新規事業創出力を強化し、中長期的な企

業価値の向上につなげてまいります。なお、連結子会社（国内外）についても、各社の事業内容・組織規模に応じて

同様の考え方に基づく人材確保・育成に取り組んでおりますが、具体的な指標及び目標は、連結グループの主要な事

業を営む提出会社（当社）のものを記載しております。

②人材戦略を踏まえた従業員の給与その他の給付の額及び内容の決定に関する方針

　当社は、①の人材戦略に基づき、従業員の給与その他の給付を次の考え方により決定しております。

　１）職務・役割に応じた公正な処遇：全部門において、職務内容及び役割の重要性に応じて公正に処遇する。

　２）専門人材の確保に資する処遇：人材戦略の重点方針である技術人材及び企画・マーケティング人材について

      は、労働市場における処遇水準を踏まえ、専門性の高い人材の確保・定着に資する給与水準を設定する。

　３）会社業績との連動：賞与については会社の業績を反映し、従業員が事業成果を実感できる報酬体系とする。

　本方針は提出会社（当社）についての方針を記載しております。

2026年５月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

IoT関連事業 39 (24)

インダストリー4.0推進事業 71 (25)

全社（共通） 13 (8)

合計 123 (57)

(2)【従業員の状況】

①連結会社の状況

（注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含

　　　　　む）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属し

　　ているものであります。
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2026年５月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の

対前事業年度増減率
（％）

63 (33) 41.7 7.4 7,279,599 △1.45

セグメントの名称 従業員数（名）

IoT関連事業 39 (24)

インダストリー4.0推進事業 11 (1)

全社（共通） 13 (8)

合計 63 (33)

②提出会社の状況

（注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含

む）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属し

ているものであります。

(3)労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(4)使用人その他の従業員のみを対象とした役員・従業員株式所有制度の内容

　当社は取締役及び従業員を対象とした役員・従業員株式所有制度を導入しております。当該役員・従業員株式所

有制度の内容については「１ 株式等の状況 (8) 役員・従業員株式所有制度の内容」に記載しております。

(5)管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額

の差異

　提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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